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                          園田学園女子大学学則  

（昭和 41年４月１日制定）  

                                       改正  

                                      昭和 45年４月１日   昭和 46年４月１日  

                                      昭和 49年４月１日   昭和 50年４月１日  

                                      昭和 51年４月１日   昭和 52年４月１日  

                              昭和 53年４月１日   昭和 53年４年１日  

                                      昭和 54年４月１日   昭和 55年４年１日  

                                      昭和 55年４月１日   昭和 56年４月１日  

                                      昭和 57年４月１日   昭和 58年４月１日  

                                      昭和 59年４月１日   昭和 60年４月１日  

                                      昭和 61年４月１日   昭和 62年４月１日  

                                      昭和 63年４月１日   平成元年４月１日  

                                          平成２年４月１日   平成３年４月１日  

                                          平成４年４月１日   平成５年４月１日  

                                          平成６年４月１日   平成７年４月１日  

                                          平成８年４月１日   平成９年４月１日  

                                          平成 10年４月１日   平成 11年４月１日  

                                          平成 11年４月１日   平成 12年４月１日  

                                          平成 12年４月１日   平成 13年４月１日  

                                          平成 14年４月１日   平成 14年４月１日  

                                          平成 14年４月１日   平成 15年４月１日  

                                          平成 15年４月１日   平成 16年４月１日  

                     平成 17年４月１日   平成 18年４月１日  

                     平成 18年４月１日   平成 18年４月１日  

                                          平成 19年４月１日   平成 19年４月１日  

                                          平成 20年４月１日   平成 20年４月１日  

                                          平成 21年４月１日  平成 21年４月１日  

                     平成 21年４月１日  平成 22年４月１日  

平成 22年４月１日  平成 23年４月１日  

平成 23年４月１日  平成 24年４月１日  

平成 25年４月１日  平成 27年４月１日  

平成 27年４月１日  平成 28年４月１日  

 平成 28年４月１日  平成 30年４月１日  

 平成 31年４月１日  令和２年４月１日

令和３年４月１日  令和４年４月１日  

令和４年４月１日  令和５年４月１日  

令和５年４月１日  令和６年４月１日  

令和６年４月１日  
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  付則  

 

      第１章   総則  

 

 （本学の教育目的）  

第１条   本学は、教育基本法及び学校教育法の定めに基づき、幅広い教養を身に付け、

高度な専門的学芸をおさめて、豊かな人間性と創造性を発揮し、進んで社会に貢献す

る女性を育成することを目的とする。  

  （自己評価等）  

第１条の２   本学は、その教育研究の水準の向上を図り、前条に掲げる教育目的及び社

会的使命を達成するため、本学の教育研究活動等の状況について自ら点検及び評価を

行い、その結果を公表する。  

 

      第２章   学部、学科、収容定員及び修業年限  

 

 （学部）  

第２条   本学に、次の学部を置く。  

 人間健康学部  

 人間教育学部  

経営学部  

２  前項の学部の教育理念及び人材育成上の目的は次のとおりとする。  

学   部  教育理念及び人材育成上の目的  

人間健康学部  
個として存在する人間への科学的アプローチ

と社会を形成する集団として存在する人間へ
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の文化的・社会的アプローチを通じて、人間

の幸せの根源である健康の追求   

人間教育学部  

総合的な人間理解のもと、人間形成の基盤と

なる教育を総合的かつ実践的に追求し、人び

との生活の質を高め、豊かな社会の形成に貢

献できる女性の育成  

経営学部  

経営・会計・経済に関する基礎的・基盤的な

素養と専門的知識の修得を通じて、専門職業

人として社会で活躍し、貢献できる女性の育

成  

 （学科）  

第３条   前条の学部に、次の学科を置く。  

学   部  学   科  

人間健康学部  

総合健康学科  

人間看護学科  

食物栄養学科  

人間教育学部  児童教育学科  

経営学部  ビジネス学科  

２  前項の学科の教育理念及び人材育成上の目的は、次のとおりとする。  

学   部  学   科  教育理念及び人材育成上の目的  

人間健康学部  

総合健康学科  

健康づくりの専門職として高度な知識と技

能を身につけ､健康で豊かなウエルネスライ

フの実現に貢献できる人材の育成  

人間看護学科  

生命の尊厳と人権の尊重を基調とした倫理

観を培い、看護専門職として高度な知識と

技術を追求し、地域や国際社会の人びとの

健康と自己実現に向けたヒューマンケアの

実現に貢献できる人材の育成  

食物栄養学科  

人間の健康を食物、栄養の面から追求し、

自ら実践し、専門的な知識、指導技術、管

理能力を身につけ、地域社会に貢献できる

人材の育成  

人間教育学部  児童教育学科  

保育・教育の専門的知識および技能を身に

つけ、現代社会が抱える多様な子どもの問

題に対処できる人材の育成  

経営学部  ビジネス学科  
現代の社会経済情勢に明るく、ビジネスの

要であるマネジメント、アカウンティング
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の能力を身につけ、グローバル化の進展に

対処する感覚や情報処理能力を備えた、専

門職業人として自立した人材の育成  

 （入学定員及び収容定員）  

第４条   本学の入学定員及び収容定員は、次のとおりとする。  

学   部  学   科  入学定員  収容定員  

人間健康学部  

総合健康学科       95人      380人  

人間看護学科       80人      320人  

食物栄養学科       80人      320人  

人間教育学部  児童教育学科       80人      320人  

経営学部  ビジネス学科  60人      240人  

合         計      395人   1,580人  

  （修業年限）  

第５条   本学の修業年限は、４年とする。ただし、在学年限は８年とし、これを超えて

在学することはできない。  

 （長期にわたる教育課程の履修）  

第５条の２   本学は、職業を有している等の事情により、前条に規定する修業年限を

超えて一定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し卒業することを希望する者

（以下「長期履修学生」という。）があるときは、これを認めることができる。  

２  長期履修学生に関し必要な事項は、別に定める。  

 

      第３章   教育課程  

 

 （授業科目等）  

第６条   本学における授業科目、単位数並びに必修科目、選択科目及び自由科目の区分

は、別表第１から別表第 10までのとおりとする。  

 （授業の方法）  

第６条の２  授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれ

らの併用により行うものとする。  

２  本学は、文部科学大臣が別に定めるところにより、前項の授業を、多様なメディア

を高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。  

  （単位数算定の基準）  

第７条   各授業科目の単位数は、１単位の授業科目を 45時間の学修を必要とする内容を

もって構成することとし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、当該授業時

間外に必要な学修等を考慮して、次の基準によって計算するものとする。  

 (1)  講義及び演習については、 15時間から 30時間の範囲で大学が定める時間の授業

をもって１単位とする。  

 (2)  実験、実習及び実技については、 30時間から 45時間までの範囲で大学が定める

時間の授業をもって１単位とする。  

２   前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究等の授業科目については、これらの

学修の成果を評価して単位を与えることが適切と認める場合には、これらに必要な学
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修等を考慮して、単位数を定める。  

  （１年間の授業期間）  

第８条   １年間の授業を行う期間は、 35週にわたることを原則とする。  

  （各授業科目の授業期間）  

第９条   各授業科目の授業は、 15週にわたる期間を単位として行うものとする。ただし、

授業科目の種類等により教育上特別の必要があると認める場合は、これらの期間より

短い特定の期間において授業を行うことができる。  

 

      第４章   卒業の要件等  

 

  （履修科目の登録）  

第 10条   学生は、学年のはじめにその学年に履修する授業科目を登録しなければならな

い。ただし、本学が特に必要と認める授業科目については、別に指定する時期に登録

するものとする。  

２   登録をしていない授業科目については、その単位を与えることはできない。  

  （試験及び成績評定）  

第 11条   履修した授業科目については、試験その他適切な方法により、成績を評価する。  

２   授業科目の成績の評定は、秀、優、良、可又は不可をもって表し、秀、優、良及び

可を合格とし、不可を不合格とする。  

３   前各項に定めるもののほか、試験の実施、成績の評定等に関し必要な事項は、別に

定める。  

  （単位の授与）  

第 12条   一の授業科目を履修した学生に対し、試験の上、成績の評定において合格した

とき、その授業科目の単位を与える。ただし、第７条第２項に規定する授業科目につ

いては、その学修の成果を評価し、単位を与えることが適切と認めたとき、その授業

科目の単位を与える。  

 （単位の互換）  

第 13条   本学は、教育上有益と認めるときは、他の大学又は短期大学との協議に基づき、

学生が当該他の大学又は短期大学の授業科目を履修することを認めることができる。  

２   本学は、学生が前項の規定により履修した授業科目について修得した単位を、 60単

位を超えない範囲で、本学における授業科目の履修により修得したものとみなすこと

ができる。  

３   前２項の規定は、学生が外国の大学又は短期大学に留学する場合に準用する。  

 （大学以外の教育施設等における学修）  

第 13条の２   本学は、教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学

校の専攻科における学修その他文部科学大臣が定める学修を、本学における授業科目

の履修とみなし、本学の定めるところにより単位を与えることができる。  

２   前項により与えることができる単位数は、前条第２項により本学において修得した

ものとみなす単位数と合わせて 60単位を超えないものとする。  

 （入学前の既修得単位等の認定）  

第 13条の３   本学は、教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に大学又は

短期大学において履修した授業科目について修得した単位（第 42条の２の規定により
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修得した単位及び他の大学又は短期大学において同条の規定に準じた規定により修得

した単位を含む。）を、本学に入学した後の本学における授業科目の履修により修得

したものとみなすことができる。  

２   本学は、教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に行った前条第１項

に規定する学修を、本学における学修とみなし、本学の定めるところにより単位を与

えることができる。  

３   前２項により修得したものとみなし、又は与えることのできる単位数は、転入学、

編入学等の場合を除き、本学において修得した単位以外のものについては、合わせて

60単位を超えないものとする。  

 （他の大学、短期大学、教育施設等における学修、単位の授与等に関する実施規定）  

第 13条の４   前３条に定めるもののほか、他の大学、短期大学、教育施設等における学

修、単位の授与等に関し必要な事項は、別に定める。  

 （卒業の要件）  

第 14条   本学を卒業するためには、４年以上在学し、次の各号に定めるそれぞれの必要

な授業科目の最低単位数を含めて、人間健康学部総合健康学科、人間健康学部食物栄

養学科、人間教育学部児童教育学科、経営学部ビジネス学科は計 124単位以上、人間

健康学部人間看護学科は計 126単位以上を修得しなければならない。  

 (1)  大学共通科目  

    １８単位  

 (2)  学部共通科目又は学部基礎科目  

学   部  学   科  
卒 業 す る た め に 必 要

とする最低単位数  

人間健康学部  

総合健康学科  ６  

人間看護学科  ６  

食物栄養学科  ６  

人間教育学部  児童教育学科  ６  

経営学部  ビジネス学科  ３０  

 (3) 専門教育科目  

学   部  学   科  
卒業するために必要

とする最低単位数  

人間健康学部  

総合健康学科  ８０  

人間看護学科  １０２  

食物栄養学科  ９２  
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人間教育学部  児童教育学科  ９０  

経営学部  ビジネス学科  ６２  

備考  学部、学科指定の単位数の合計と卒業必要単位数の差については、大学共通科目、

学部共通科目（人間教育学部及び経営学部にあっては学部基礎科目）及びそれぞれ

の学科専門教育科目の中から選択して修得するものとする。  

２  前項の規定により、卒業の要件として修得すべき単位のうち、第６条の２第２項の

授業方法により修得する単位数は 60単位を超えないものとする。  

 

      第５章   卒業及び学士の学位  

 

  （卒業）  

第 15条   学長は、学生が前条に規定する卒業の要件を満たしたときは、その者の卒業を

認定し、卒業証書を授与する。  

 （学士の学位）  

第 15条の２   学長は、本学を卒業した者に対し、次の学士の学位を授与する。  

学   部  学   科  学   位  

人間健康学部  

総合健康学科  学士（健康学）  

人間看護学科  学士（看護学）  

食物栄養学科  学士（栄養学）  

人間教育学部  児童教育学科  学士（教育学）  

経営学部  ビジネス学科  学士（経営学）  

 

      第５章の２   教職課程等  

 （資格取得等）  

第 16条   本学において取得できる資格等は、次のとおりとする。  

学   部  学   科  取得できる資格等  

人間健康学部  

総合健康学科  

中学校教諭一種免許状 (保健体育 ) 
高等学校教諭一種免許状 (保健体育 ) 
養護教諭一種免許状  
健康運動実践指導者受験資格  
健康運動指導士受験資格  

人間看護学科  

養護教諭一種免許状  
保健師国家試験受験資格  
助産師国家試験受験資格  
看護師国家試験受験資格  
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食物栄養学科  

栄養教諭一種免許状  
管理栄養士国家試験受験資格  
栄養士  
フードスペシャリスト受験資格  
食品衛生管理者任用資格  
食品衛生監視員任用資格  

人間教育学部  児童教育学科  

中学校教諭一種免許状（英語）  
小学校教諭一種免許状  
幼稚園教諭一種免許状  
保育士  
リトミック指導者  

 （教職課程）  

第 16条の２   教育職員の普通免許状の授与を受けようとする者は、本学の教職課程を履

修しなければならない。  

２   教職課程に関し必要な事項は、別に定める。  

第 16条の３  削除    

第 16条の４   削除  

  （保健師、助産師及び看護師養成課程）  

第 16条の５   保健師、助産師及び看護師の受験資格を得ようとする者は、本学の保健師、

助産師及び看護師養成課程を履修しなければならない。  

２  保健師、助産師及び看護師養成課程に関し必要な事項は、別に定める。  

  （栄養士及び管理栄養士養成課程）  

第 16条の６   栄養士の資格及び管理栄養士の受験資格を得ようとする者は、本学の栄養

士及び管理栄養士養成課程を履修しなければならない。  

２  栄養士及び管理栄養士養成課程に関し必要な事項は、別に定める。  

（食品衛生課程）  

第 16条の７  食品衛生管理者及び食品衛生監視員の任用資格を取得しようとする者は、

本学の食品衛生課程を履修しなければならない。  

２  食品衛生課程に関し必要な事項は、別に定める。  

 （保育士養成課程）  

第 16条の８   保育士の資格を取得しようとする者は、本学の保育士養成課程を履修しな

ければならない。  

２  保育士養成課程に関し必要な事項は、別に定める。  

 

      第６章   入学、休学、留学、退学、転学等  

 

 （入学時期）  

第 17条   入学の時期は、学年のはじめとする。  

  （入学資格）  

第 18条   本学に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する女子とする。  

 (1)  高等学校又は中等教育学校を卒業した者  

 (2)  通常の課程による 12年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこ

れに相当する学校教育を修了した者を含む。）  

 (3)  外国において学校教育における 12年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文

部科学大臣の指定したもの  
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 (4)  文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教

育施設の当該課程を修了した者  

 (5)  文部科学大臣の指定した者  

 (6)  高等学校卒業程度認定試験規則による高等学校卒業程度認定試験に合格した者

（旧大学入学資格検定規程による大学入学資格検定に合格した者を含む。）  

 (7)  本学において、個別の入学資格審査により、高等学校を卒業した者と同等以上の

学力があると認めた者で、 18歳に達したもの  

  （入学志願手続）  

第 19条   本学に入学を志願する者は、所定の入学願書に、別に定める書類及び入学検定

料を添えて提出しなければならない。  

  （入学者の選抜）  

第 19条の２   入学者の選抜は、出身高等学校長の発行する調査書（以下｢調査書｣とい

う｡)、学力検査その他の能力・適性等に関する検査（以下｢学力検査等｣という｡)、そ

の他本学が適当と認める資料により行う。  

２   入学定員の一部について、出身高等学校長の推薦に基づき、調査書及び学力検査等

を加えて入学者の選抜を行うことがある。  

３   前２項の学力検査等の科目、内容等については、別に定める。  

  （入学手続）  

第 20条   本学に入学を許可された者は、別に定める細則によって手続を完了しなければ

ならない。  

  （休学）  

第 21条   学生が病気その他やむを得ない理由によって３月以上修学できない場合は、保

証人（学生の在学中その一身に関する一切の責務を果たすことができる者をいう。以

下同じ。）が連署した休学願を提出し、学長の許可を受けなければならない。この場

合、病気によるときは、医師の診断書を添付するものとする。  

２   休学の期間は、１年以内とし、願い出によって引き続き１年以内休学することがで

きる。  

３   休学の期間は、通算して４年を超えることはできない。  

４   休学の期間は、修業年限及び在学年限に算入しない。  

  （留学）  

第 21条の２   学生が第 13条第３項に規定する留学（以下「留学」という。）をする場合

は、保証人が連署した留学願を提出し、学長の許可を受けなければならない。この場

合、留学先の大学又は短期大学のその者に対する留学受入れの承諾書を添付するもの

とする。  

２   留学の期間は、１年以内とし、願い出によって引き続き１年以内留学することがで

きる。  

３   留学の期間は、通算して２年を超えることはできない。  

４   留学の期間は、留学した学生が本学に在学していたものとして取り扱う。  

  （復学）  

第 22条   休学又は留学している者が復学する場合は、保証人が連署した復学願を提出し、

学長の許可を受けなければならない。この場合、病気により休学している者は修学が

可能である旨の医師の診断書を、留学している者は留学先の大学又は短期大学のその
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者に対する留学修了証明書（履修授業科目及びその単位数の付記を含む。）を添付す

るものとする。  

  （退学）  

第 23条   学生が病気その他やむを得ない理由によって退学する場合は、保証人が連署し

た退学願を提出し、学長の許可を受けなければならない。ただし、退学願の提出にあ

たっては願い出の日を含む学期の授業料等を納入していなければならない。  

  （再入学）  

第 24条   退学した者が再入学を志願する場合は、退学が許可された日から２年以内に限

り、審査して、学長は、その者の再入学を許可することがある。  

２   再入学の時期は、学期のはじめとする。ただし、事情によって学期の途中の再入学

を認めることがある。  

３   再入学した者については、その者の退学に至るまでの修業期間を修業年限の期間に

含め、及び退学に至るまでに履修した授業科目の修得単位を課程修了に必要とするも

のに含めることがある。この場合、再入学した者の在学年限は、その者の再入学後の

修学すべき年限を２倍した年限をもって、その在学年限とすることができる。  

  （編入学又は転入学等）  

第 25条   次の各号に該当するもので本学に編入学を志願する者又は、他の大学から本学

に転入学を志願する者があるときは、選考のうえ、学長は、その者の相当年次への編

入学又は転入学を許可することがある。この場合において、その修業年限は２年以内

に限って減ずることができ、また、その在学年限は編入学後又は転入学後の修学すべ

き年限を２倍した年限をもって、その在学年限とすることができる。  

 (1)  大学を卒業した者及び大学に１年以上在学し、所定の単位を修得した者  

 (2)  短期大学を卒業した者  

 (3)  高等専門学校を卒業した者  

 (4) 専修学校の専門課程のうち、文部科学大臣の定める基準を満たすものを修了した

者（ただし、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）第 90条に規定する大学入学資格を

有する者に限る。）  

 (5) 学校教育法施行規則附則第７条に定める課程を修了又は卒業した者  

 (6) 相当の年齢に達し、前各号に規定するものと同等以上の学力があると本学が認め

た者  

２   前項の編入学又は転入学を志願する者については、その志願の手続に関し、第 19条

の規定を準用する。  

３   本学から他の大学に転学を志願する者は、他の大学への志願前に、本学に保証人が

連署した転学志願願を提出し、学長の許可を受けなければならない。  

４   転学部又は転学科を願い出た者については、転じようとする学部又は学科に欠員が

あるときに限り、審査し、教授会の議を経て、学長は、その者の転学部又は転学科を

許可することがある。  

５   第１項の編入学又は転入学並びに第３項の転学及び前項の転学部又は転学科の時期

は、学年のはじめとする。  

６   編入学、転入学、転学部、転学科等に関し必要な事項は、本条各項に定めるものの

ほか、別に定める。  
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      第７章   入学金、授業料、入学検定料等  

 

 （学費）  

第 26条   本学の学費は、次のとおりとする。  

  人間健康学部  

    入   学   金              200,000円  

    授   業   料   （年額）  

      総合健康学科          800,000円  

   人間看護学科     1,100,000円  

      食物栄養学科          820,000円  

    教育充実費   （年額）  

      総合健康学科          360,000円  

   人間看護学科      380,000円  

      食物栄養学科          380,000円  

    実験実習費   （年額）  

      人間看護学科      200,000円  

      食物栄養学科           80,000円  

  人間教育学部  

  入   学   金              200,000円  

   授   業   料   （年額）    800,000円  

   教育充実費   （年額）   340,000円  

    実験実習費   （年額）     60,000円  

 経営学部  

  入   学   金              200,000円  

授   業   料   （年額）    800,000円  

教育充実費   （年額）   260,000円  

 （入学検定料）  

第 26条の２   本学の入学検定料は、 30,000円とする。  

  （入学金）  

第 26条の３   入学金は、入学を許可するときに徴収する。  

２   再入学する者及び本学を退学した者又は本学若しくは本学短期大学部を卒業した者

で入学（編入学を含む。）するものに対しては、第 26条に規定する入学金及び前条に

規定する入学検定料は徴収しない。ただし、本学短期大学部を退学した者又は卒業し

た者で入学（編入学を含む。）するものは、入学金に代え、編入学金を納めなければ

ならない。この場合の編入学金の額は、本学の定める入学金の額と本学短期大学部の

定める入学金の額との差に相当する額を標準として別に定める。  

  （授業料等の納入）  

第 27条   授業料及び教育充実費及び実験実習費（以下「授業料等」という。）は、次の

２期に分け、第 26条に定めるそれぞれの年額の２分の１ずつをそれぞれの期に示す期

日までに納めなければならない。  

  第１期       ４月 20日  

  第２期       10月５日  
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２   授業料等の納入に当たり、やむを得ない事情があると本学が認めた場合、前項の規

定にかかわらず、別に期日を定めて、授業料等の分納を許可することがある。ただし、

このときの期日は、第１期についてはその学年の９月末を、第２期についてはその学

年の２月末を超えることはできない。  

３   入学する者については、第１項の規定にかかわらず、第１項に定める第１期の期日

は、別に本学があらかじめ指定する日とする。この場合において、入学には、第 25条

第１項に規定する転入学及び編入学による入学を含めるものとする。  

  （授業料等納入の特例等）  

第 28条   授業料等は、学生が在学している間は、授業を受ける受けないにかかわらず、

定められた額の全額を納めなければならない。  

２   休学を許可された者の授業料等については、別に定める。  

３   学生が再入学した場合は、その学年の４月から再入学の許可のあった日の属する月

の前月までの授業料等は徴収しない。この場合の授業料等の額は、第 26条に定める授

業料等（年額）の 12分の 1をもって月額として算定する。  

４   再入学した者の再入学の時期が、前条第１項の各期に示す期日を過ぎているときは、

その期に納めなければならない授業料等は、直ちに納入するものとする。  

５  単位未修得のため卒業を延期された者の授業料等については、別に定める。  

６   特別の事情により学年の中途で卒業する者については、その者が卒業した月の翌月

からの授業料等は徴収しない。この場合の授業料等の算定方法は、第３項に規定する

算定方法を適用する。  

  （納入した授業料等の返還等）  

第 29条   既に納めた入学検定料、入学金及び授業料等は、理由の如何を問わず返還しな

い。ただし、入学前に限り、本学が特に指定した場合、授業料等の一部を返還するこ

とがある。  

２   前項ただし書の規定するところにより、既に納めた授業料等のうちから納付金の返

還を求める場合は、本学が特に指定したときは本学が指定する期日までに、それ以外

のときは１月以内に、本学に対して納付金返還の請求をしなければならない。  

  （授業料等未納者）  

第 30条   授業料等を納めない者は、授業を受けることができない。  

第 31条   削除  

  （必要な費用の徴収）  

第 32条   学費として徴収する実験実習費のほかに履修する科目等により必要な費用を徴

収することがある。  

 

      第８章   学年、学期及び休業日  

 

  （学年）  

第 33条   学年は、４月１日に始まり、翌年３月 31日に終わる。  

  （学期）  

第 34条   学年を分けて、次の２学期とする。  

  第１学期   ４月１日から９月 30日まで  

  第２学期   10月１日から翌年３月 31日まで  
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２   学長は、学期の授業日数の多寡を勘案して、第１学期の終期及び第２学期の始期の

日を変更することがある。  

  （休業日）  

第 35条   休業日は、次のとおりとする。  

 (1)  国民の祝日に関する法律に規定する日  

 (2)  日曜日  

 (3)  創立記念日   10月１日  

 (4)  春季休業日   ３月 16日から４月５日まで  

 (5)  夏季休業日   ７月 26日から９月 20日まで  

 (6)  冬季休業日   12月 18日から翌年１月 10日まで  

２   学長は、必要があると認めるときは、前項の休業日を変更し、若しくは臨時に休業

日を設け、又は休業日に授業を課すことがある。  

 

      第９章   職員組織並びに運営会議及び教授会  

 

  （職員組織）  

第 36条   本学に、学長、副学長、学部長、教授、准教授、講師、助教、助手並びに事務

職員及び労務職員を置く。  

  （運営会議）    

第 37条   本学に、運営会議を置く。  

２   運営会議について必要な事項は、別に｢園田学園女子大学･園田学園女子大学短期大

学部の運営に関する規則」（平成 12年４月１日制定）（第 39条において「運営に関す

る規則」という。）において定める。  

  （教授会）    

第 38条   本学の学部に、教授会を置く。  

２   教授会は、教授をもって組織する。ただし、学長が必要があると認めた場合は、准

教授、講師、助教及び部局長を加えることができる。  

第 39条   教授会は、学部長が招集し、会議の議長となる。  

２  教授会の審議事項は、別に「運営に関する規則」において定める。  

第 40条   教授会に関する細則は、別に定める。  

 

      第 10章   研究所及び図書館  

 

  （研究所）  

第 41条   本学に、研究所を附置する。  

２   研究所の名称並びに管理及び運営に関し必要な事項は、別に定める。  

  （図書館）  

第 41条の２   本学に、図書館を置く。  

２   図書館の管理及び運営に関し必要な事項は、別に定める。  

 

      第 11章   特別聴講学生、科目等履修生及び聴講生並びに公開講座  
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  （特別聴講学生）  

第 42条   本学は、教育上有益と認めるときは、他の大学、短期大学又は高等学校との協

議に基づき、当該他の大学、短期大学又は高等学校に在学する者で、本学の授業科目

を履修し、その単位を修得しようとする者（以下「特別聴講学生」という。）に対し、

当該授業科目の履修を認めることができる。  

２   特別聴講学生の受入れの許可は、教授会の議を経て、学長が行う。  

３   特別聴講学生に係る授業料等については、本学とその者が在学する大学、短期大学

又は高等学校との協議により定める。  

４   前３項の規定は、外国の大学又は短期大学に在学する者で、本学に留学する場合に

準用する。  

５   この学則の規定は、第４条から第５条の２まで、第 13条から第 26条の３まで、第 27

条第２項、第 28条、第 42条の２、第 42条の３及び第 46条から第 48条までの規定を除き、

特別聴講学生に準用する。  

６   特別聴講学生の受入れ等に関し必要な事項は、別に定める。  

 （科目等履修生）  

第 42条の２   本学は、本学の学生以外の者で、一又は複数の授業科目を履修し、その単

位を修得しようとする者（以下「科目等履修生」という。）に対し、当該授業科目の

履修を認めることがある。  

２   科目等履修生の受入れの許可は、教授会の議を経て、学長が行う。  

３   科目等履修生の科目等履修検定料、登録料及び科目等履修料は、次のとおりとする。

ただし、本学を卒業した者（以下本条及び次条において「卒業者」という。）につい

ては、科目等履修検定料及び登録料を免除し、卒業者以外の者で、引き続き次年度以

降においても科目等履修生の受け入れを許可したものについては、科目等履修検定料

を免除する。  

 

 

 

 

区   分  納   入   額  

科目等履修検定料  5,000 円  

登 録 料        E 10,000 円  

A科 目 等 履 修 料        E （１単位につき） 10,000 円  

４   この学則の規定は、第４条から第５条の２まで、第 13条から第 16条の８まで、第 19

条から第 26条の３まで、第 27条第２項、第 28条、第 42条、第 42条の３及び第 46条から

第 48条までの規定を除き、科目等履修生に準用する。  

５   科目等履修生の受入れのための条件等に関し必要な事項は、別に定める。  

 （聴講生）  

第 42条の３   本学は、本学の学生以外の者で、一又は複数の授業科目を履修し、その単

位の修得を求めない者（以下「聴講生」という。）に対し、当該授業科目の履修を認

めることがある。  

２   聴講生の受入れの許可は、教授会の議を経て、学長が行う。  

３   聴講生の聴講検定料、登録料及び聴講料は、次のとおりとする。ただし、卒業者に

ついては、聴講検定料及び登録料を免除し、卒業者以外の者で、引き続き次年度以降
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においても聴講生の受け入れを許可したものについては、聴講検定料を免除する。  

  

 
 

 
 
 

区   分  納     入     額  

聴講検定料  5,000 円  

登  録  料  5,000 円  

聴  講  料  （１単位に相当する聴講につき )  10,000 円  

４   この学則の規定は、第４条から第５条の２まで、第 10条から第 16条の８まで、第 18

条から第 26条の３まで、第 27条第２項、第 28条、第 42条、第 42条の２及び第 44条から

第 48条までの規定を除き、聴講生に準用する。  

５   聴講生の受入れの条件等に関し必要な事項については、別に定める。  

  （公開講座）  

第 43条   本学においては、公開講座を開設することがある。  

 

      第 12章   学生寮及び厚生保健施設  

 

  （学生寮）  

第 44条   本学に、学生寮を置く。  

２   学生寮に関する規定は、別に定める。  

  （厚生保健施設）  

第 45条   本学に、厚生保健施設を置く。  

２   厚生保健施設に関する規定は、別に定める。  

 

      第 13章   表彰、懲戒及び除籍  

 

  （表彰）  

第 46条   学長は、学生としての態度、行動などが模範になる者について、これを表彰す

ることがある。  

  （懲戒）  

第 47条   学長及び教員は、教育上必要があると認めるときは、学生に懲戒を加えること

がある。  

２   懲戒のうち、退学、停学及び訓告の処分は、学長（学長の委任を受けた学部長を含

む。）がこれを行う。  

３   前項の退学は、次の各号の一に該当する学生に対して行うものとする。  

 (1)  性行不良で改善の見込みがないと認められる者  

 (2)  学力劣等で成業の見込みがないと認められる者  

 (3)  正当の理由がなくて出席常でない者  

 (4)  本学の秩序を乱し、学生としての本分に反した者  

  （除籍）  

第 48条   次の各号の一に該当する学生に対しては、除籍することがある。  

 (1)  在学年限を超えた者  
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 (2)  第 21条第３項に規定する休学の期間又は第 21条の２第３項に規定する留学期間を

超えた者  

 (3)  授業料等を納めず、督促を受けても、なお納めない者  

 (4)  長期にわたり所在不明の者  

(5)  成業の見込みがないと認められる者  

 

      第 14章   補則    

 

  （実施の細目）  

第 49条   この学則の実施に関し必要な事項は、この学則の規定するところにより別に定

めるもののほか、学長が別に定める。  

 

（昭和 41年４月１日から平成 28年４月１日までの間の学則一部改正規則の付則は省略す

る。）  

 

付  則  

１  この規則は、平成 30年４月１日から施行する。  

２  この規則施行の日の前日に本学に在学する者（以下「在学者」という。）及び在学

者と同年次に再入学、転入学又は編入学する者については、改正後の園田学園女子大

学学則別表第１（第６条関係）、別表第２（第６条関係）、別表第６（第６条関係）、

別表第７（第６条関係）の規定にかかわらず、なお従前の例による。  

 

付  則  

１  この規則は、平成 31年４月１日から施行する。  

２  この規則施行の日の前日に本学に在学する者（以下「在学者」という。）及び在学

者と同年次に再入学、転入学又は編入学する者については、改正後の園田学園女子大

学学則の規定にかかわらず、なお従前の例による。  

 

付  則  

１  この規則は、令和２年４月１日から施行する。  

２  この規則施行の日の前日に本学に在学する者（以下「在学者」という。）及び在学

者と同年次に再入学、転入学又は編入学する者については、改正後の園田学園女子大

学学則の規定にかかわらず、なお従前の例による。  

 

付  則  

１  この規則は、令和３年４月１日から施行する。  

２  この規則施行の日の前日に本学に在学する者（以下「在学者」という。）及び在学

者と同年次に再入学、転入学又は編入学する者については、改正後の園田学園女子大

学学則の規定にかかわらず、なお従前の例による。  

 

付  則  

１  この規則は、令和４年４月１日から施行する。  
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２  この規則施行の日の前日に本学に在学する者（以下「在学者」という。）及び在学

者と同年次に再入学、転入学又は編入学する者については、改正後の園田学園女子大

学学則の規定にかかわらず、なお従前の例による。  

 

付  則  

１  この規則は、令和４年４月１日から施行する。  

２  この規則施行の日の前日に本学に在学する者（以下「在学者」という。）及び在学

者と同年次に再入学、転入学又は編入学する者については、改正後の園田学園女子大

学学則別表第７（第６条関係）及び別表第１０（第６条関係）の規定にかかわらず、

なお従前の例による。  

 

付  則  

１  この規則は、令和５年４月１日から施行する。  

２  この規則施行の日の前日に本学に在学する者（以下「在学者」という。）及び在学

者と同年次に再入学、転入学又は編入学する者については、改正後の園田学園女子大

学学則の規定にかかわらず、なお従前の例による。  

 

付  則  

１  この規則は、令和５年４月１日から施行する。  

２  この規則施行の日の前日に本学に在学する者（以下「在学者」という。）及び在学

者と同年次に再入学、転入学又は編入学する者については、改正後の園田学園女子大

学学則別表第１（第６条関係）、別表第６（第６条関係）、別表第７（第６条関係）

の規定にかかわらず、なお従前の例による。  

 

付  則  

この規則は、令和６年４月１日から施行する。  

 

付  則  

１  この規則は、令和６年４月１日から施行する。  

２  この規則施行の日の前日に本学に在学する者（以下「在学者」という。）について

は、改正後の園田学園女子大学学則第 26条の規定にかかわらず、なお従前の例による。  

３  在学者及び在学者と同年次に再入学、転入学又は編入学する者については、改正後

の園田学園女子大学学則別表第１（第６条関係）、別表第２（第６条関係）、別表第

5（第６条関係）、別表第６（第６条関係）、別表第７（第６条関係）の規定にかか

わらず、なお従前の例による。  

 

 



別表第１（第６条関係）

必修 選択 自由

女性と社会 2

大学の社会貢献 2

生命を考える 2

つながりプロジェクト 2

文学を楽しむ 2

芸能を楽しむ 2

世界の宗教 2

哲学入門 2

地域文化論 2

歴史学入門 2

現代社会を読み解く 2

生活と経済 2

生活と法律 2

日本国憲法 2

環境問題を考える 2

生き物の世界 2

暮らしの中の数学 2

身体のしくみと医学 2

宇宙と地球の歴史 2

AIとデータサイエンス 2

国際情勢 2

アジアの文化と社会 2

オセアニアの文化と社会 2

実践英語基礎Ⅰ 1

実践英語基礎Ⅱ 1

実践英語応用Ⅰ 1

実践英語応用Ⅱ 1

英会話Ⅰ 1

英会話Ⅱ 1

ＳＣＣセミナー(1) 2

ＳＣＣセミナー(2) 2

海外研修 4

中国語(1) 1

中国語(2) 1

ハングル(1) 1

ハングル(2) 1

インターネットセミナーⅠ 2

インターネットセミナーⅡ 2

科目 分野 授　　業　　科　　目
単　位　数

備　 　考

大
　
　
　
学
　
　
　
共
　
　
　
通
　
　
　
科
　
　
　
目

人
　
文
　
科
　
学

社
　
会
　
科
　
学

国
　
際
　
交
　
流

自
然
科
学

　必修科目を含め
て18単位以上を修
得すること。
　ただし、ビジネ
ス学科にあって
は、18単位の中に
「実践英語基礎
Ⅰ」、「実践英語
基礎Ⅱ」、「実践
英語応用Ⅰ」、
「実践英語応用
Ⅱ」、「英会話
Ⅰ」、「英会話
Ⅱ」、「中国語
（1）」、「中国語
（2）」、「ハング
ル（1）」、「ハン
グル（2）」の10科
目10単位のうちか
ら4単位以上を選択
して含めなければ
ならない。

e
ラ
ー

ニ
ン
グ

基
　
幹

- 18 -



初年次演習Ⅰ 1

初年次演習Ⅱ 1

日本語表現Ⅰ 1

日本語表現Ⅱ 1

英語コミュニケーションⅠ 1

英語コミュニケーションⅡ 1

基礎情報処理(1） 1

基礎情報処理(2) 1

スポーツ 1

体育論 2

単位互換協定科目Ⅰ 2

単位互換協定科目Ⅱ 2

単位互換協定科目Ⅲ 2

ボランティア 1

実践キャリアプランニング 1

インターンシップ 1

注１

注２

注３

注４

注５

別表第２（第６条関係）

必修 選択 自由

ライフサイエンス 2

統計学(1) 2

統計学(2) 2

食生活マネジメント 2

健康と社会 2

生命倫理 2

人権教育 2

生活と福祉 2

食品と環境 2

別表第３（第６条関係）

必修 選択 自由
科目 分野 授　業　科　目

人
間
健
康
学
部
共
通
科
目

6単位以上を修得す
ること。

単　位　数
備　　　考

　この表中「必修」は必修科目を、「選択」は選択科目を、「自由」は自由科目（修得し
た単位数を卒業の要件に必要な単位数に算入することのできない科目）を表す。

　この表中、必修、選択又は自由の欄にある数は、その項にある授業科目の単位数を示す。

　前各号の規定は、以下の表において同じとする。

科目 授　業　科　目
単　位　数

備　　　考

　この表において、（1）、（2）の表示のある授業科目は、その順序で履修しなければな
らない。

基
　
　
　
　
礎

認
定
科
目

卒業要件単位数に
は算入されない。

　この表において、Ⅰ～Ⅲの表示のある授業科目は、その順序にかかわらずいずれの順で
履修することも可能である。
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総合健康特別講義 2

健康学演習 4

総合健康研究 6

解剖生理学Ⅰ 2

解剖生理学Ⅱ 2

運動生理学 2

運動生理学実習 2

微生物学 2

看護学Ⅱ 2

看護学基礎実習Ⅰ 1

看護学基礎実習Ⅱ 2

看護技術特別講義 2

養護概説Ⅰ 2

養護概説Ⅱ 2

養護活動論Ⅰ 2

養護活動論Ⅱ 2

栄養学 2

食品学 2

健康食事学 2

健康管理概論 2

健康管理論 2

衛生学 2

公衆衛生学 2

健康と薬学 2

救急処置法 2

成長・発達論 2

小児保健 2

看護学Ⅰ 2

看護学Ⅲ 2

臨床心理学 2

精神保健 2

健康相談活動Ⅰ 2

健康相談活動Ⅱ 2

カウンセリング 2

スポーツ心理学 2

スポーツメンタルトレーニング演習 2

健康心理学 2

スポーツマネジメント 2

スポーツ社会学 2

健康スポーツ行政 2

体育史 2

体育原理 2

学校体育指導演習 2

フィットネス指導実習 2

こ
こ
ろ
と
健
康

社
会
と
健
康

総
　
合
　
健
　
康
　
学
　
科
　
専
　
門
　
科
　
目

総
合
科
目

必修科目を含めて
80単位以上を修得
すること。

身
体
と
健
康

生
活
と
健
康
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スポーツ指導論 2

スポーツ指導演習 2

障害者福祉論 2

学校保健Ⅰ 2

学校保健Ⅱ 2

体力の測定と評価 2

運動処方 2

スポーツ医学Ⅰ 2

スポーツ医学Ⅱ 2

スポーツ運動学 2

スポーツ栄養学 2

運動処方演習 2

バイオメカニクス 2

スポーツトレーニング論 2

スポーツトレーニング演習 2

器械運動 1

ダンス 1

陸上競技 1

体つくり運動 1

水泳 1

バレーボール 1

バスケットボール 1

ソフトボール 1

エアロビックエクササイズⅠ 1

エアロビックエクササイズⅡ 1

野外活動実習Ⅰ（キャンプ） 1

野外活動実習Ⅱ（雪上） 1

野外活動実習Ⅱ（海洋） 1

武道 1

別表第４（第６条関係） 

必修 選択 自由

からだの構造・機能学Ⅰ 1

からだの構造・機能学Ⅱ 1

からだの構造・機能学Ⅲ 1

からだの構造・機能学Ⅳ 1

栄養学 1

代謝学 1

薬理学 1

看護病態学 1

看護病態学演習 1

疾病治療学Ⅰ 1

単　位　数
備　　　考

か
ら
だ
と
向
き
合
う
領

全科目16
単位必
修。

康

科目 分野 授　業　科　目

運
動
と
健
康
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疾病治療学Ⅱ 1

疾病治療学Ⅲ（母性） 1

疾病治療学Ⅲ（小児） 1

疾病治療学Ⅲ（精神） 1

感染免疫学 1

感染免疫学演習 1

こころのケア論 1

臨床心理学 1

コミュニケーション論 1

カウンセリング論 1

社会福祉・社会保障論 1

公衆衛生学 1

保健統計学 2

地域ネットワーク論 1

生活リズム論 1

健康科学論 1

ウエルネスシステム論 1

リハビリテーション論 1

看護基礎学Ⅰ 1

看護基礎学Ⅱ 1

健康の探求 1

生活援助論・演習Ⅰ 1

生活援助論・演習Ⅱ 1

看護倫理Ⅰ 1

看護倫理Ⅱ 1

ウエルネス社会体験演習 1

ファースト基礎実習 1

看護ヘルスアセスメント論・演習 1

リフレクション論と実践 1

治療援助論・演習 1

ステップアップ実習 2

看護展開論 1

母性看護学対象論 1

母性看護学支援論 2

母性看護学援助論 1

母性看護学実習 2

小児看護学対象論 1

小児看護学支援論 2

小児看護学援助論 1

小児看護学実習 2

育成連携支援実習 1

成熟看護学対象論 1

成熟看護学支援論 2

成熟看護学援助論Ⅰ 1

必修科目
を含めて
６単位以
上を修得
するこ
と。

看
護
基
礎
学
領
域

必修科目
を含めて
14単位以
上を修得
するこ
と。

看
護

人
 
間
 
看
 
護

領
域

必修科目
を含めて
102単位
以上を修
得するこ
と。

こ
こ
ろ
と
向

き
合
う
領
域

必修科目
を含めて
３単位以
上を修得
するこ
と。

社
会
と
向
き
合
う
領
域
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成熟看護学援助論Ⅱ 2

成熟看護学実習 4

精神看護学対象論 1

精神看護学支援論 2

精神看護学援助論 1

精神看護学実習 2

在宅看護学対象論 1

在宅看護学支援論 2

在宅看護学援助論 1

在宅看護学実習 2

老熟看護学対象論 1

老熟看護学支援論 2

老熟看護学援助論 1

老熟看護学実習 3

まちの保健室論 1

家族看護論 1

リスクマネジメント論 1

国際医療看護論 1

災害看護論 1

看護研究 1

看護管理 1

看護教育機能論 1

統合セミナー 1

経験値統合研究 2

まちの保健室実習 1

クローズアップナーシングⅠ 1

クローズアップナーシングⅡ 1

経験値統合実習 2

地域母子保健 1

基礎助産論Ⅰ 1

基礎助産論Ⅱ 1

基礎助産論Ⅲ 2

基礎助産論Ⅳ 2

助産診断技術論Ⅰ 2

助産診断技術論Ⅱ 2

助産診断技術論Ⅲ 2

助産診断技術論Ⅳ 2

助産診断技術論演習Ⅰ 1

助産診断技術論演習Ⅱ 1

助産管理 2

統合助産学 1

助産学実習 9

公衆衛生看護学概論 2

地域連携支援看護論 2

統
合
領
域

実
践
学
領
域

全科目42
単位必
修。

 
学
 
科
 
専
 
門
 
科
 
目

必修科目
を含めて
13単位以
上を修得
するこ
と。

助
産
学
領
域
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コミュニティ・ヘルスアセスメント論Ⅰ 2

公衆衛生看護実践論Ⅰ 2

公衆衛生看護実践論Ⅱ 1

産業保健・学校保健演習 1

コミュニティ・ヘルスアセスメント論Ⅱ 2

公衆衛生看護管理論 1

学校保健Ⅰ 1

産業保健 1

疫学 2

地域看護学実習 1

公衆衛生看護学実習 4

学校保健Ⅱ 1

養護概説 2

別表第５（第６条関係）

必修 選択 自由

公衆衛生学Ⅰ 2

公衆衛生学Ⅱ 2

社会保障論 2

健康科学 2

解剖生理学Ⅰ 2

解剖生理学Ⅱ 2

解剖生理学実習 2

生化学Ⅰ 2

生化学Ⅱ 2

生化学実験 2

生化学Ⅲ 2

病理病態学Ⅰ 2

病理病態学Ⅱ 2

食品学総論 2

食品学各論 2

食品学実験 2

食品加工学 2

食品衛生学 2

食品衛生学実験 2

フードスペシャリスト論 2

フードコーディネート論 2

食品の官能評価･鑑別法 2

食品関連法規 2

調理学 2

調理学実習Ⅰ 2

調理学実習Ⅱ 2

社
会
・
環

境
と
健
康

人
体
の
構
造
と
機
能
・
疾
病
の
成
り
立
ち

食
べ
物
と
健
康

養
護
領
域

地
域
連
携
支
援
看
護
学
領
域

科目 分野 授　業　科　目
単　位　数

備　　　考

必修科目
を含めて
８単位以
上を修得
するこ
と。
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食生活論 2

栄養学総論Ⅰ 2

栄養学総論Ⅱ 2

栄養学実験 2

応用栄養学Ⅰ 2

応用栄養学Ⅱ 2

応用栄養学実習 2

応用栄養学Ⅲ 2

スポーツ栄養Ⅰ 2

スポーツ栄養Ⅱ 2

栄養教育論Ⅰ 2

栄養教育論Ⅱ 2

栄養教育論実習 2

栄養カウンセリング 2

健康運動指導 2

病態栄養学Ⅰ 2

病態栄養学Ⅱ 2

臨床栄養学 2

臨床栄養管理 2

臨床栄養学実習 2

臨床検査法実習 2

食事療法 2

食事療法実習 2

薬理学 2

公衆栄養学Ⅰ 2

公衆栄養学Ⅱ 2

公衆栄養学実習 1

給食経営管理 2

給食計画論 2

給食経営管理実習 2

大量調理実習 2

食料経済学 2

食品マーケティング論 2

給食経営管理臨地実習Ⅰ 1

給食経営管理臨地実習Ⅱ 1

臨床栄養学臨地実習 2

公衆栄養学臨地実習 1

総合演習 栄養学総合演習 2

基礎化学 2

有機化学 2

食物栄養基礎演習Ⅰ 1

食物栄養基礎演習Ⅱ 1

食物栄養基礎演習Ⅲ 1

食物栄養基礎演習Ⅳ 1

公
衆
栄
養
学

給
食
経
営
管
理
論

臨
地
実
習

食
 
物
 
栄
 
養
 
学
 
科
 
専
 
門
 
科
 
目

必修科目を含めて
92単位以上を修得
すること。

基
礎
栄
養
学

栄
養
応
用
学

臨
床
栄
養
学

総
合
科

栄
養
教
育
論

- 25 -



地域栄養学Ⅰ 1

地域栄養学Ⅱ 1

食物栄養学実践 1

食物栄養学演習 2

食物栄養学研究 6

別表第６（第６条関係）

必修 選択 自由

人間と教育 2

人権教育 2

子どもの安全 1

子ども英語 1

子どもとＩＣＴ教育 1

教職基礎演習 1

教科基礎演習Ⅰ 1

教科基礎演習Ⅱ 1

別表第７（第６条関係）

必修 選択 自由

教育原理 2

教育心理学 2

発達心理学(1) 2

教職論 2

保育者論 2

保育原理 2

教育の歴史 2

発達心理学(2) 1

子どもの理解と援助 1

教育社会学 2

教育課程論 2

教育方法論 2

保育の計画と評価 2

教育課程構成論 2

保育方法論 2

教育方法・技術とＩＣＴ活用 2

生徒・進路指導論 2

教育相談Ⅰ 2

教育相談Ⅱ 2

社会福祉 2

子育て支援 1
児

単　位　数
備　　　考

人
間
教
育
学
部
基
礎
科
目

必修科目を含めて6
単位以上を修得す
ること。

科目 分野 授　業　科　目
単　位　数

備　　　考

総
合
科
目

科目 授　業　科　目

科
目
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子ども家庭福祉 2

社会的養護Ⅰ 2

社会的養護Ⅱ 1

子どもの保健 2

子どもの健康と安全 1

子どもの食と栄養 2

乳児保育Ⅰ 2

乳児保育Ⅱ 1

障害児保育Ⅰ 1

障害児保育Ⅱ 1

特別支援教育 2

臨床心理学 1

子ども家庭支援論 2

子ども家庭支援の心理学 2

英語学入門Ⅰ 2

英語学入門Ⅱ 2

アメリカ文学入門 2

英米児童文学 2

言語学 2

学校と地域連携 1

国語 2

算数 2

理科 2

社会 2

家庭 2

生活 2

音楽 2

図画工作 2

体育 2

小学校英語 2

国語科指導法 2

算数科指導法 2

理科指導法 2

社会科指導法 2

家庭科指導法 2

生活科指導法 2

音楽科指導法 2

図画工作科指導法 2

体育科指導法 2

英語科指導法 2

道徳理論・指導法 2

特別活動の指導法 2

総合的な学習の時間の指導法 1

Integrated English Course A 2

　
童
　
支
　
援
　
学
　
群

児
 
童
 
教
 
育
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Integrated English Course B 2

Integrated English Course C 2

English for Overseas Training 2

英語科教育法Ⅰ 2

英語科教育法Ⅱ 2

英語科教育法Ⅲ 2

英語科教育法Ⅳ 2

実用英語Ⅰ 2

実用英語Ⅱ 2

英米文学講読Ⅰ 2

英米文学講読Ⅱ 2

英語表現法Ⅰ 2

英語表現法Ⅱ 2

英語の詩歌 2

民話で学ぶ英語 2

わかるシネマ英語 2

異文化教育論 2

保育内容総論 1

子どもと健康 2

子どもと人間関係 2

子どもと環境 2

子どもと言葉 2

子どもと表現（音楽） 2

子どもと表現（造形） 2

保育内容指導法　健康 1

保育内容指導法　人間関係 1

保育内容指導法　環境 1

保育内容指導法　言葉 1

保育内容指導法　表現（音楽） 1

保育内容指導法　表現（造形） 1

カウンセリングと保護者対応 1

声楽 1

器楽Ⅰ 1

器楽Ⅱ 1

器楽Ⅲ 1

器楽Ⅳ 1

器楽演習Ⅰ 1

器楽演習Ⅱ 1

器楽演習Ⅲ 1

幼児音楽 1

幼児造形Ⅰ 1

幼児造形Ⅱ 1

幼児体育Ⅰ 1

幼児体育Ⅱ 1

児
　
童
　
育
　
成
　
学
　
群

学
 
科
 
専
 
門
 
科
 
目

必修科目を含めて
90単位以上を修得
すること。
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経験値演習Ⅰ 1

経験値演習Ⅱ 1

経験値演習Ⅲ 1

経験値演習Ⅳ 1

リトミック(1) 1

リトミック(2) 1

ジュニアスポーツⅠ 2

ジュニアスポーツⅡ 2

保育実習Ⅰ 4

保育実習指導Ⅰ 2

保育実習Ⅱ 2

保育実習指導Ⅱ 1

保育実習Ⅲ 2

保育実習指導Ⅲ 1

幼稚園教育実習 5

小学校教育実習 5

中学校教育実習 5

保育・教職実践演習（幼・保） 2

教職実践演習（小・中） 2

異文化コミュニケーション研修 2

児童教育研究(1) 2

児童教育研究(2) 2

卒業研究 2

別表第８（第６条関係）

必修 選択 自由

2

2

4

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

経営組織論

簿記Ⅰ

簿記Ⅱ

基礎演習

会計学入門

児
　
童
　
実
　
践
　
学
　
群

単　位　数

全科目8単位必修。

4単位以上を修得す
ること。

経
営
学
部
基
礎
科
目

財務会計論Ⅰ

原価計算論Ⅰ

マクロ経済学 18単位以上を修得
すること。

ミクロ経済学

データサイエンス基礎

備　　　考授　業　科　目

経営学入門

経済学入門

経営戦略論

経営管理論

マーケティング論Ⅰ

科目

プレゼンテーション技法
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2

2

2

2

2

2

別表第９（第６条関係）

必修 選択 自由

財政学 2

公共経済学 2

日本経済論 2

現代企業論 2

人的資源マネジメントⅠ 2

生産マネジメント 2

財務マネジメント 2

マーケティング論Ⅱ 2

地域振興論 2

地域インターンシップ 2

原価計算論Ⅱ 2

公会計論 2

国際会計論 2

財務会計論Ⅱ 2

上級簿記Ⅰ 2

上級簿記Ⅱ 2

税務会計論Ⅰ 2

データ活用プログラミング（1） 2

データ解析技法 2

情報リテラシー 2

ビジネスコンピューティングⅠ 2

ビジネスコンピューティングⅡ 2

社会心理学 2

集団心理学 2

会社法 2

民法Ⅱ 2

特殊講義Ⅰ 2

専門演習 2

国際経済論 2

国際経営論 2

多国籍企業論 2

国際金融論 2

国際地域Ａ 2

統計学（2）

心理学

民法Ⅰ

必修科目を含めて
62単位以上を修得
すること。

統計学（1）

備　　　考分野 授　業　科　目

ビジネス英語Ⅰ

ビジネス英語Ⅱ

専
門
発
展
科
目

ビ
ジ
ネ
ス
学
科
専

単　位　数
科目
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国際地域Ｂ 2

観光ビジネス 2

中小企業論 2

地域文化デザイン 2

文化遺産マネジメント 2

国際マーケティング論 2

経営情報論 2

非営利組織論 2

ニューパブリックマネジメント 2

地方自治制度論 2

応用財務会計論 2

管理会計論Ⅰ 2

管理会計論Ⅱ 2

監査論 2

公営企業会計論 2

非営利組織会計論 2

企業分析論 2

金融リテラシー 2

人的資源マネジメントⅡ 2

税務会計論Ⅱ 2

データ活用プログラミング（2） 2

ビジュアルプログラミング 2

経済統計分析論 2

産業・組織心理学 2

コーチングマネジメント論 2

行政法Ⅰ 2

行政法Ⅱ 2

特殊講義Ⅱ 2

外書講読 4

研究演習 4

卒論演習 4

別表第１０（第６条関係）

必修 選択

教職論 2

教育原理 2

発達心理学 2

教育制度・教育経営 2

特別支援教育 2

総合的な学習の時間の指導法 1

教育課程論 2

教科教育法（保健体育）Ⅰ 4

科目 授　業　科　目

専
門
応
用
科
目

単位数
備　　考

専
門
科
目
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教科教育法（保健体育）Ⅱ 4

学校栄養指導論Ⅰ 2

学校栄養指導論Ⅱ 2

学習指導の技術とＩＣＴ活用 2

道徳理論・指導法 2

特別活動の指導法 2

教育工学 2

生徒・進路指導論 2

生徒指導論（養教・栄教） 2

教育相談　理論と方法 2

教育実習（中学校） 2

教育実習 3

養護実習 5

栄養教育実習 2

教職実践演習(中・高) 2

教職実践演習(養護教諭) 2

教職実践演習(栄養教諭) 2

介護等体験 1

教
 
職
 
に
 
関
 
す
 
る
 
科
 
目

受けようとする免許・教
科について必修

*中一種免必修

受けようとする免許につ
いて必修

受けようとする免許・教
科について必修

*小一種・中一種免必修
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	第22条  休学又は留学している者が復学する場合は、保証人が連署した復学願を提出し、学長の許可を受けなければならない。この場合、病気により休学している者は修学が可能である旨の医師の診断書を、留学している者は留学先の大学又は短期大学のその者に対する留学修了証明書（履修授業科目及びその単位数の付記を含む。）を添付するものとする。

